
夢や希望の持てる社会実現へ!!夢や希望の持てる社会実現へ!!
「世界一の都市・東京」の早期実現に向け補正予算を可決「世界一の都市・東京」の早期実現に向け補正予算を可決

舛添知事に要望書を提出（26年12月24日）

　都議会公明党は、都の来年度予算
編成に関する要望書を舛添要一知事
に提出しました。最重点項目として
（1）高齢者の健康寿命の増進と介護
度悪化防止、認知症対策の強化（2）防
災システムや防災行政無線の充実を
含む総合防災対策の強化（3）ワーク・
ライフ・バランスの普及啓発や男女平

等参画施策の推進（4）2020年東京五
輪・パラリンピック競技の被災地開催
や復興支援（5）大都市共通の重要課
題解決に向けた都市外交の積極的な
推進（6）福島県の観光振興と地域経
済復興を支援する「被災地応援ツ
アー」の継続など都側の積極的な取り
組みを求めました。

　舛添知事は「しっかり要望を受け止
め、いい政策を一緒に進めたい」と応
じました。

来年度予算編成で
認知症対策強化など知事に要望

27年度当初から個人事業税、固定資産税、都市
計画税、不動産取得税などにも拡大へ

都議会公明党の主張が早くも実現！
今後、都営施設での利用登録一元化へ
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ご意見、ご要望を
お寄せください。

〒131-0044 東京都墨田区文花2-16-10 TEL.03-5247-1833 FAX.03-5247-1833

東京都議会議員 加藤まさゆき都議会公明党
都議会公明党 検 索

www.togikai-komei.gr.jp/

新春号

❶成熟都市・東京の強みを活かした大会の成功
❷高度に発達した利用者本位の都市インフラを備えた都市の実現
❸日本人のこころと東京の魅力の発信
❹安全・安心な都市の実現
❺福祉先進都市の実現
❻世界をリードするグローバル都市の実現
❼豊かな環境や充実したインフラを次世代に引き継ぐ都市の実現
❽多摩・島しょの振興

政策の方向性を示す８つの「都市戦略」

❶経済の活性化と生活の質の向上
❷先端技術の積極的な活用
❸ハードとソフトの融合
❹女性の活躍、高齢者の社会参加
❺官民の政策連携と規制緩和

「東京都長期ビジョン」を発表
都は、夢や希望の持てる社会の実現に向けた10年間の具
体的な工程表として「東京都長期ビジョン」を発表しました。

～目指すべき将来像～

「世界一の都市・東京」の実現を目指して
将来像の実現に向けた２つの「基本目標」

基本目標Ⅰ

基本目標Ⅱ
政策全体に共通する５つの視点

期 ビ ジ ョ ン長都京東

水素社会の実現、福祉保健施策の充実に向けて

史上最高のオリンピック・パラリンピックの実現

課題を解決し、将来にわたる東京の持続的発展の実現

●CO2排出ゼロー「水素社会」の実現へ
　燃料電池自動車の購入費補助など実施

●子育て支援を推進ー保育職員宿舎借上げ費用の
　事業所負担を1/8に軽減

《認可保育所等》

▼

国の補助額の1/2を都が補助

区市町村

1/4
事業者

1/4
国 1/2

都
1/4

国 1/2

区市町村1/8

▼

《認証保育所等》

事業者（補助制度なし） 都 3/4

区市町村1/8

▼

事業者負担を
1/8に

●早期発見・早期治療
認知症の原因はさ
まざまあり、根本的
な治療はまだ確立
されていません
が、早期発見に
よって改善する場合や、進行を遅らせる
ことが可能な場合もあります。今後、都
は早期発見・早期治療を進めるため、認
知症初期集中支援チームを全区市町村
に配置できるよう推進していきます。

●医療体制を整備
現在、見守りまたは支援が必要な認知
症高齢者は、高齢者人口の約１割とな
り年々増加傾向にあります。そこで都
は、区市町村単位で、専門医療相談や
認知症の診断ができる「診療所型等の
認知症疾患医療センター」を設置し、
既存の都内12のセンターを基幹とし
たネットワークを構築することにより、
身近な地域で認知症の方とその家族
を支える体制を整備していきます。

代表質問で認知症対策を提案し推進
●都独自の取り組みを推進
認知症高齢者を抱える家族にとって、
最大の課題が「徘徊」です。そのために
は地域で見守るネットワークの構築が
大変に重要です。現在都は、区市町村
がいつでも行方不明高齢者等の情報
を更新し、最新情報を閲覧できる「関
係機関向け情報共有サイト」の構築を
独自に進めています。今後とも地域で
見守るネットワークづくりに取り組んで
いきます。

要望を
提出

問質表代

地下鉄駅を視察する加藤都議ら（26年12月25日）

無料Wi-Hi告知のポスター

　26年度予算特別委員会で主張し
た都営地下鉄駅における無料
Wi-Fiが、昨年12/1より東京メトロ
とも協力して143駅で使えるように
なりました。
　また、第2回定例会一般質問で主
張した、利用に当たっての登録手
続きの簡素化も実現し、一度の登
録で地下鉄のほか都バスに乗り継
いでも手軽な操作で利用が可能となりました。
　今回の代表質問において、旅行客に対する更なる利

便性を求めたところ、都
は今後、博物館など都
営施設での利用登録の
一元化に向けて整備を
行っていくことになりま
した。

都議会公明党が提案したクレジットカード納税は、
23年度から自動車税で開始しました。年々利用者が増
加し、26年度には、開始当初の2倍となりました。都は、
第2回定例会で加藤都議に対して答弁していた税目の
対象拡大について、来年4月から個人事業税や固定資
産税などでも始められるようシステムを改修している
ことを明らかにしました。手続き可能期間の拡大など、
今後もクレジットカード納税の利便性向上に取り組ん
でいきます。

世界一の環境都市・東京を目指すために、クリーンエネ
ルギーとして注目をあびる水素を利用した燃料電池が普及
する社会の実現を目指します。燃料電池は将来、火力発電
や原発に匹敵する電力源にもなりうると言われています。
具体的な取り組みとして、CO2を排出しない燃料電池車
の購入費を補助し、2020年までに6,000台を目指します。

保育職員の人材確保と離職防止のため、認可保育所、認
証保育所の職員用宿舎借上げ費用の事業者負担を1/8に軽
減します。特に補助制度がなかった認証保育所などの事業
者にとっては大幅な負担軽減となります。

●障がい者が安心して生活できる環境づくり
障がい者施設用地確保のため、公有地、民有地の区別を
なくし定期借地権一時金の1/2を補助。また、一般の借地権
についても5年間は借地料の1/2を補助　など。

《700万円の燃料電池車購入イメージ》

国
200万円

都
100万円

購入者
400万円程度



　都議会公明党
の提案によって公
共桟橋民間開放
の取り組みが進め
らている竹芝小型
船桟橋の不定期
航路と有明桟橋
の屋形船による東
京港クルーズの利用状況について質問しました。
　これに対し都は、どちらも順調に推移し、利用者
に良い評価を得ているとの調査結果を明らかにす
るとともに、今後も、国際観光都市東京の発展に向
け、舟運活性化のための環境作りに積極的に取り
組むとの答弁がありました。

　経済・港湾委員会で、ものづくり支援として販路開拓支援
の充実を求めたところ、都は今後、専門家を活用したマーケ
ティングや試作品に対する市場の反応調査など支援の強化
を検討していくことを表明しました。

　また、下請企業の消
費税価格転嫁対策に
加え、制度融資におけ
る借入期間や保証料
など、負担軽減に配慮
した融資条件を設定す
るよう要望しました。

ネットワーク力で現場の声を形にネットワーク力で現場の声を形に

※LCP
Life Continuity
Performance
＝居住継続性能
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　私は調査団の一員として、中国漁船の
違法操業問題等を調査するため小笠原
を視察しました。
　夜間に明かりを灯した大量の漁船が群
れをなしている状況や、海上保安庁の巡
視船が中国漁船を拿捕して停船している
のを目の当たり
にしました。
　海岸では中
国語表記の真
新しい飲料等
の漂着物も多
数確認し、自然環境を損ねている実態も
把握しました。

　森下村長をはじめ漁業・商工関係者ら
から仕事や生活に深刻な影響が及んでい
る状況をお聞きし、漁船の乗員がいつ上陸

してくるかわ
からないなど
の不安が島民
の間に高まっ
ていることも
わかりました。

　早速、村から都に対する警備強化の緊
急要望を都の関係部署につなぎ、警視庁
からすばやく機動隊員など28名とパト
カー1台が派遣され、11月1日には現地に
到着しました。

　都庁に戻り、知事に対する緊急要望や
所管委員会での質疑を通じて早急な対
策を求めました。また、党所属の国会議
員や海上保安庁を所管する太田大臣に
は、法改正や警備強化、外交ルートを通
じての対策を求めました。
　その結果、領海や排他的経済水域
（EEZ）での違法操業に関する罰金を最高
3,000万円に引き上げ、立ち入り検査拒
否の罰則を最高300万円とする内容の議
員立法が11月19日に成立しました。
　迅速な法改正による罰則強化と取り締
まりの強化などにより、中国漁船は姿を
消すに至りました。
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視察から24日後!！

中国語表記のペットボトル

巡視船に拿捕された中国漁船

緊急要望を両担当局長に申し入れ（26年11月5日）船上から外国漁船の状況を調査する加藤都議ら（26年10月26日）

10/24～29 比較的歩道の狭い区道などへの設置も可能に
11/13 広告付バス停屋根の設置を推進！広告付バス停屋根の設置を推進！ 10/20 平成20年の署名が具体化に向けて前進！進捗状況を地元に説明

平成20年の署名が具体化に向けて前進！
進捗状況を地元に説明

　高齢化社会をふまえ、都
営住宅の更なるバリアフ
リー化を決算委員会で求め
ました。これに対し都は、敷
地状況の制約などから、今

まで4人乗りの小型エレベーターでさ
え設置困難だった都営住宅に、今後、
駅などでおなじみの2方向に出入り口
のある小型エレベーターの設置を進め
ていくことになりました。
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10/15 　都の防災対策として、既存
のLCP住宅※1号である都民ハ
イム横川1丁目団地（墨田区
内）のような防災性の高い住
宅を増やしていくよう都市整
備委員会で都に求めました。
　これに対し都は今後、LCP
住宅の仕組みや事例などを
紹介するリーフレットを新た
に作成し、また、ホームペー
ジでも紹介して普及啓発に努
めることを表明しました。
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《 変 更 計 画 案 》
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押上の屋根付きバス停

車道側に広告があるバス停を視察（福岡市内）

都民ハイム横川1丁目住宅

民間に解放された竹芝小型船ターミナル

　京成曳舟駅の明治通
り側からのアクセス問
題については、平成20
年の9,000名を超える
署名の実現を求め、重
ねて決算委員会などで
バリアフリー化などの地元要望を訴えてきました。
　都は、改札階へアクセスするエレベーター、エス
カレーターの整備と、明治通りの横断歩道の位置
について関係者と協議を重ねていますが、26年中
に詳細設計に着手することや、地元の協議会に説
明することを決算委員会で明らかにしました。

　都バスの停留所に広告が
入っているのを見かけますが、
これは、広告を利用した民間
活用によるバス停整備です。
現在は、広告板が道路と直角
に置かれるため歩道が広くな
いと設置できません。
　そこで、都市整備委員会の
質疑で、歩道が広くなくても屋
根付きバス停が設置できるよ
う、現在は規制されている車
道側への広告も表示できるよう

規制緩和を主張しました。これ
に対し都は、他の自治体の例
も参考に緩和を検討することに
なりました。これにより、来年
度にも区道など比較的歩道の
狭いところでも民間活用による
屋根付バス停が誕生する予定
です。

京成線曳舟駅踏切の現在の様子

専門家を活用し市場調査などの支援へ
委員会で中小企業支援を訴え委員会で中小企業支援を訴え

連携プレーでサンゴ密漁対策の法改正実現！
調査団を小笠原に派遣!!
連携プレーでサンゴ密漁対策の法改正実現！
調査団を小笠原に派遣!!

従来基準

平成12年度

平成22年度

今　後

24戸以上の廊下型住棟に9人乗りEVを設置

階段室型住棟に4人乗り小型EVの設置を導入

24戸未満の廊下型住棟にも4人乗り小型EV設置を導入

敷地形状から小型EV設置困難な場合には2方向
出入り口のEVも検討

エレベーター設置に関するこれまでの都議会公明党の取り組み

※EV＝エレベーター

エスカレーターEV

中層階

←曳舟 八広→

横断歩道

明
治
通
り

測道 測道


